
ナイル川源流橋の施工 
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１．はじめに 

ナイル川源流橋は、ビクトリア湖北岸から流出するナ

イル川の源流の約 2.5km 下流のウガンダ共和国ジンジャ

県においてナイル川（ビクトリアナイル川）を渡河す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る橋長 525m（支間長：135m + 290m + 100m）の 3 径間連

続コンクリート斜張橋である（写真－1）。 

架橋地点は、北緯 0°26’、東経 33°11’、標高約 1150m

に位置し、世界第 3 位の面積を有するビクトリア湖が存 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナイル川源流橋は、ナイル川源流のビクトリア湖から 2.5km 下流に建設された橋長 525m

の 3 径間連続斜張橋であり、中央径間 290m は日系建設会社が携わった同形式の橋梁として

は最大級の規模を有する長大コンクリート斜張橋である。 

約 80m の高さを有する逆 Y 字形主塔は、場所打ち杭により支持されており、主塔内斜材定

着構造に鋼殻構造を採用している。主塔の場所打ち杭の施工では、硬岩からなる支持層への

根入れを行うために補助工法を用いて全周回転オールケーシング工法により施工を行った。

主塔脚部および主塔柱部の施工では、自動クライミングシステムを用いて施工を行った。 

主桁は鉄筋コンクリート構造であり、大型移動作業車を用いた張出し施工により施工を行

い、主桁を 2 分割打設することにより工程短縮を図った。 

斜材には、現場製作ケーブルを採用してシングルストランドジャッキを用いてストランド

1 本毎に架設・緊張を行うとともに、張力調整でも解放調整が不要なように検討を行い、シ

ングルストランドジャッキのみで効率的に施工をおこなった。 
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写真－1 ナイル川源流橋 
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２．構造概要
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斜材配置

一面吊り

二面吊り

一面吊り

一面吊り

二面吊り

局 二面吊り
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り上記のような硬岩が確認された後も先端支持力の見直

しがなされることなく、支持層の周面摩擦も考慮する設

計が踏襲され、硬岩への根入れが要求された。 

また、P1 主塔部では表層および浅深度域の風化した岩

盤の存在により、全周回転オールケーシング工法での施

工が困難であったため、水ガラスおよびセメントからな

るケミカルグラウト材である LW グラウト（LW:（独語）

Labiles Wasserglas）工法による地盤改良を行った。 

場所打ち杭の品質管理では、静的載荷試験および衝撃

載荷試験による支持力の確認のほか、超音波探傷試験に

よる健全度評価を実施した（写真－3）。 

一方、A2 橋台の基礎は直接基礎とし、滑動抵抗確保の

ため突起を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．橋台の施工 

A1 橋台は、一般的な壁式橋台であり橋台側面には点検

用のドアが設けられている。 

一方の A2 橋台は先述したとおり、アンバランスな支

間割りに対するカウンターウェイト機能を持たせるため

に主桁部では桁高 2.5m に対して A2 橋台部では構造中心

での部材高を 7.700m～7.450mとした 5重箱桁断面×2層

構造とし、中央部を除き、箱桁内部にはバラスト（単位

容積重量γ=19.0 kN/m3 以上）を充填している(図－3) 。

A2 橋台の部材高が一定でないのは、底版を水平に設定し

て縦断勾配に応じて部材高を変化させているためである。 

バラストの充填では、各スラブ直下では仕上げの容易

性を考慮して、貧配合のコンクリートを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．主塔の施工 

5.1 主塔構造概要 

主塔は基本的には鉄筋コンクリート構造であるが、斜

材定着部には鋼殻を用いた定着構造を採用した複合構造

となっている。  

従来、わが国の事例では鋼殻のセグメント間はメタル

タッチが多く採用されてきたが、本橋では 10mm の隙間が

設けられており、スタッドジベルにより躯体コンクリー

トへの鉛直力の伝達がなされている（写真－4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主塔基部の上縁付近には、両主塔脚から伝達される軸

力による橋軸直角方向の引張り力に抵抗させるため、

27S15.7×11 列×2 段の横締め PC 鋼材によりプレストレ

スを導入している。 

主塔の施工は、桁下までの主塔基部と主塔脚部の基部

は固定支保工により施工を行い、主塔脚部の 3 リフト目

以降および主塔柱部は自動クライミングシステム（Auto 

Climbing System:以下、ACS と記す）により行った。主

塔脚部のリフト割りは鉛直方向に 4.2m とし、主塔柱部は

鋼殻セグメント高が 1.5m であるため、その倍数の 4.5m

リフトとした（図－4）。 

主鉄筋の継手は機械式継手を用いたが、主塔脚が接合

する箇所では曲線形状の複雑な形状となるため、一部に

は重ね継手を用いた。 

主塔側の鋼殻に接続されている斜材の鋼管が主塔の

コンクリート面から突出している事例がほとんどである

が、その場合には主塔から突出している鋼管と ACS とが

干渉することにより鋼管出口付近の型枠の施工が複雑に

なり、施工性が低下する。このため、本橋では新たに主

塔側へのスライド管の定着構造を開発し、主塔側の斜材

の鋼管出口と主塔のコンクリート面とは同一面とした

（図－5、写真－5）。 

これは、鋼部材が外部に露出しないために維持管理上

も好ましい構造詳細でもある。 

 

 

写真－3 静的載荷試験装置(左側)と衝撃載荷 

     試験装置(右側) 

図－3 A2 橋台断面図 

 

写真－4 鋼殻セグメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 主塔の施工 

主塔脚部の施工では、施工時のひび割れ抑制のため仮

設の鋼製ストラットを 2 段設けるとともに、設計で想定

した断面力が再現できるように下段では 2200kN、上段で

は 1400kN のジャッキ推力を導入した（写真－6）。 

コンクリート打設は、容量 2m3 のバケットを用いてタ

ワークレーンにより輸送して行った（写真－7）。 

 各鋼殻セグメントは、製作工場から 4 分割して現場ま

で輸送した。鋼殻の施工は、まず鋼殻セグメントを地組

しておき、タワークレーンを用いて ACS で囲まれた設置

位置まで輸送し、エレクションピースを用いて固定して

所定の位置に設置した。 

主塔へのアクセスは、主塔形状に沿って曲線状に昇降

できるエレベーターを設置して行った（写真－6）。タワ

ークレーンは定格総荷重 160kN、作業半径 50m のものを

用いた。タワークレーンの吊り荷で最も重量が大きいも

のは、形状寸法が大きい最下段斜材が定着されている鋼

殻セグメントであり、支圧板を取外した状態で 150kN 以

下に抑えて揚重して設置し、支圧板はその後に主塔上で

取り付けた。最下段斜材が定着されている鋼殻セグメン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト以外では、鋼殻セグメント重量に対して吊り能力に余

裕があったため支圧板を鋼殻セグメントに取り付けた状

態で吊り上げて所定の位置に設置した。 

主塔柱部の側面にはひび割れ防止のため、スリットを

設けて斜材の水平分力を鋼殻のみに伝達することとし、

張力調整完了後に無収縮モルタルを充填した。スリット

を設ける際には、エアチューブを用いて脱型が容易に行

えるようにした（写真－8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 主塔リフト割り 

図－5 主塔部鋼殻の鋼管構造の比較 

写真－5 主塔柱部 

写真－6 P2 主塔施工状況 
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主塔基部の上縁付近には、両主塔脚から伝達される軸
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Climbing System:以下、ACS と記す）により行った。主

塔脚部のリフト割りは鉛直方向に 4.2m とし、主塔柱部は

鋼殻セグメント高が 1.5m であるため、その倍数の 4.5m

リフトとした（図－4）。 

主鉄筋の継手は機械式継手を用いたが、主塔脚が接合

する箇所では曲線形状の複雑な形状となるため、一部に

は重ね継手を用いた。 

主塔側の鋼殻に接続されている斜材の鋼管が主塔の

コンクリート面から突出している事例がほとんどである

が、その場合には主塔から突出している鋼管と ACS とが

干渉することにより鋼管出口付近の型枠の施工が複雑に

なり、施工性が低下する。このため、本橋では新たに主

塔側へのスライド管の定着構造を開発し、主塔側の斜材

の鋼管出口と主塔のコンクリート面とは同一面とした

（図－5、写真－5）。 

これは、鋼部材が外部に露出しないために維持管理上

も好ましい構造詳細でもある。 

 

 

写真－3 静的載荷試験装置(左側)と衝撃載荷 

     試験装置(右側) 

図－3 A2 橋台断面図 

 

写真－4 鋼殻セグメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 主塔の施工 

主塔脚部の施工では、施工時のひび割れ抑制のため仮

設の鋼製ストラットを 2 段設けるとともに、設計で想定

した断面力が再現できるように下段では 2200kN、上段で

は 1400kN のジャッキ推力を導入した（写真－6）。 

コンクリート打設は、容量 2m3 のバケットを用いてタ

ワークレーンにより輸送して行った（写真－7）。 

 各鋼殻セグメントは、製作工場から 4 分割して現場ま

で輸送した。鋼殻の施工は、まず鋼殻セグメントを地組

しておき、タワークレーンを用いて ACS で囲まれた設置

位置まで輸送し、エレクションピースを用いて固定して

所定の位置に設置した。 

主塔へのアクセスは、主塔形状に沿って曲線状に昇降

できるエレベーターを設置して行った（写真－6）。タワ

ークレーンは定格総荷重 160kN、作業半径 50m のものを

用いた。タワークレーンの吊り荷で最も重量が大きいも

のは、形状寸法が大きい最下段斜材が定着されている鋼

殻セグメントであり、支圧板を取外した状態で 150kN 以

下に抑えて揚重して設置し、支圧板はその後に主塔上で

取り付けた。最下段斜材が定着されている鋼殻セグメン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト以外では、鋼殻セグメント重量に対して吊り能力に余

裕があったため支圧板を鋼殻セグメントに取り付けた状

態で吊り上げて所定の位置に設置した。 

主塔柱部の側面にはひび割れ防止のため、スリットを

設けて斜材の水平分力を鋼殻のみに伝達することとし、

張力調整完了後に無収縮モルタルを充填した。スリット

を設ける際には、エアチューブを用いて脱型が容易に行

えるようにした（写真－8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 主塔リフト割り 

図－5 主塔部鋼殻の鋼管構造の比較 

写真－5 主塔柱部 

写真－6 P2 主塔施工状況 
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5.3 主塔内検査路 

主塔内には、維持管理のための梯子とグレーチングか

らなる検査路を設け、グレーチングを用いた検査用のプ

ラットフォームは高さ方向に 4.5m を標準間隔とし、各プ

ラットフォームの取付け位置は、斜材定着具との干渉を

あらかじめ考慮して上下方向に調整して決定した（写真

－9）。 

 主塔脚部の梯子は、高さ方向に 5.1m 毎に踊り場を設け

るとともに、施工時および供用後の維持管理の際の安全

確保のため安全ブロックを設置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．主桁の施工 

6.1 主桁の構造概要 

主桁は、構造中心における桁高が 2.5m であり、横断

勾配（2.5%）に沿って張出し床板に向けて桁高が低くな

っている（図－6）。主桁断面は、3 重箱桁形式であり、

中央の箱桁の内空は幅 1.1m、高さ 1.9m～1.98m と狭隘な

空間に斜材が突起定着されている。各斜材定着位置には

横桁が配置されており、横締め PC 鋼材によりプレストレ

スが導入されている（PC 鋼材配置は 25S15.7×4 本, 

22S15.7×2 本, 12S15.7×4 本の 3 種類）。 

中央径間では、原設計における床板厚が 250mm と非常

に薄く、過密配筋に加えて太径の横桁横締め PC 鋼材のダ

クトの配置が取り合い上配置できない施工不可能なもの

となっていたことから床板厚は 275mm に変更された（図

－6）。 

 

 

 

 

 

 

 

斜材が定着されている横桁に関しても横桁横締め PC

鋼材の配置に必要な部材厚が不足していたため横桁部材

厚の変更が行われた。 

 設計上の基本的な考え方は、斜材定着横桁を除き鉄筋

コンクリート構造として設計されており、使用限界状態

での許容ひび割れ幅を 0.25mm に抑制している。 

・主方向：鉄筋コンクリート部材 

  （柱頭部のみ部分的に PC 鋼材が配置されている） 
・横方向：鉄筋コンクリート部材 

・支点横桁：鉄筋コンクリート部材 

・斜材定着桁：プレストレストコンクリート部材 

桁高の低い主桁断面を有する鉄筋コンクリート構造

であるため、主桁には多量の鉄筋が配置されている（単

位鉄筋量約 340kg/m3）。使用されている鉄筋の最大径は

D32 であり、A1-P1 側径間の下床板では D32×2 本の束ね

鉄筋が上下面に 150mm 間隔で配置されており、さらに部

材中央部に D32 が 150mm 間隔で配置されている。鉄筋の

継手はいずれも重ね継手であり、継手長は鉄筋径の 40

倍となっている。 

鉄筋コンクリート構造ではひび割れの発生は避ける

ことができないため、施工時においても許容ひび割れ幅

も使用限界状態の許容ひび割れ幅と同様に 0.25mm に設

定して施工をおこなった。 

 

 

 

写真－7 バケットによる主塔コンクリート打設 

写真－8 エアチューブを用いたスリット部の型枠 

写真－9 グレーチングを用いた主塔内検査路 

図－6 中央径間標準部主桁断面図 

6.2 柱頭部の施工 

上部工の施工順序図を図－7 に示す。 

柱頭部の支保工には、P1 主塔および P2 主塔部の中央

径間側はブラケット支保工を用い、陸上部の P2 主塔の側

径間側はクサビ結合式支保工を用いて施工を行った。ブ

ラケット支保工上には移動作業車の下段作業台を組み立

てておき、下段作業台上で施工を行うことでブラケット

支保工の解体を待つことなく、移動作業車の組み立てを

可能にして工程短縮を図った。 

柱頭部仮固定は、アンバランスモーメントが大きいた 

め、鉛直締めにはＵテンドン（19S15.7×8 本）を用いて

アンバランスモーメントに抵抗させた。水平力に対して

は、せん断伝達耐力および鉛直締めによる垂直抗力が十

分に確保できたため、仮支承と躯体コンクリートとの摩

擦で抵抗させることとし、Ｈ形鋼の配置は行なっていな

い。仮固定の解放・撤去は、施工時に生じる主桁のたわ

みを極力抑えてたわみ管理精度を確保するために構造系

が安定する A1 側径間閉合直後ではなく、中央閉合後に

実施することとした。 

6.3 張出し施工 

主桁の施工は、A1-P1 径間および中央径間を張出し施

工により行い、P2-A2 側径間および A1-P1 径間の閉合部

は固定支保工により行った（写真－10）。張出し施工は、

大型移動作業車（1 基あたりの重量：約 1500kN）を用い

て施工を行った。セグメント割りは A1-P1 側径間では 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.5m×16 セグメント、中央径間では 7.0m×19 セグメン

トとなっており、P1 張出しは非対称張出し、P2 張出しは

片張出しによる張出し施工である。 

中央閉合は、P1 主塔からの張出し架設に用いた移動作

業車により行った（写真－11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－7 上部工施工順序図 

写真－10 P1 主塔からの張出し施工 

写真－11 P1 主塔側移動作業車による中央閉合 
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5.3 主塔内検査路 

主塔内には、維持管理のための梯子とグレーチングか

らなる検査路を設け、グレーチングを用いた検査用のプ

ラットフォームは高さ方向に 4.5m を標準間隔とし、各プ

ラットフォームの取付け位置は、斜材定着具との干渉を

あらかじめ考慮して上下方向に調整して決定した（写真

－9）。 

 主塔脚部の梯子は、高さ方向に 5.1m 毎に踊り場を設け

るとともに、施工時および供用後の維持管理の際の安全

確保のため安全ブロックを設置した。 
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空間に斜材が突起定着されている。各斜材定着位置には

横桁が配置されており、横締め PC 鋼材によりプレストレ

スが導入されている（PC 鋼材配置は 25S15.7×4 本, 

22S15.7×2 本, 12S15.7×4 本の 3 種類）。 
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に薄く、過密配筋に加えて太径の横桁横締め PC 鋼材のダ

クトの配置が取り合い上配置できない施工不可能なもの

となっていたことから床板厚は 275mm に変更された（図
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での許容ひび割れ幅を 0.25mm に抑制している。 
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・横方向：鉄筋コンクリート部材 

・支点横桁：鉄筋コンクリート部材 

・斜材定着桁：プレストレストコンクリート部材 

桁高の低い主桁断面を有する鉄筋コンクリート構造

であるため、主桁には多量の鉄筋が配置されている（単
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継手はいずれも重ね継手であり、継手長は鉄筋径の 40

倍となっている。 

鉄筋コンクリート構造ではひび割れの発生は避ける

ことができないため、施工時においても許容ひび割れ幅

も使用限界状態の許容ひび割れ幅と同様に 0.25mm に設

定して施工をおこなった。 

 

 

 

写真－7 バケットによる主塔コンクリート打設 

写真－8 エアチューブを用いたスリット部の型枠 

写真－9 グレーチングを用いた主塔内検査路 

図－6 中央径間標準部主桁断面図 
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6.5m×16 セグメント、中央径間では 7.0m×19 セグメン

トとなっており、P1 張出しは非対称張出し、P2 張出しは

片張出しによる張出し施工である。 
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 図－7 上部工施工順序図 

写真－10 P1 主塔からの張出し施工 

写真－11 P1 主塔側移動作業車による中央閉合 
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詳細設計段階では、完成系のみの性能照査を行い、施

工段階における性能照査は請負者側が実施することとさ

れていたため、施工に先立ち検討を行った。 

前述の通り、主桁が鉄筋コンクリート構造として設計

されており、柱頭部に部分的に PC 鋼材が配置されている

以外は主方向の PC 鋼材が配置されていない。中間支点か

ら最下段斜材までの距離が遠く、原設計では斜材が無い

状態で側径間側・中央径間側それぞれ 28.0mおよび 29.9m

の張出し長を桁高 2.5m のスレンダーな主桁のみで荷重

に抵抗して施工しなければならかった。 

また、床板厚も薄く、十分な PC 鋼材を主桁に配置す

ることは不可能であり、最下段斜材の緊張まで桁内 PC

鋼材によるプレストレスのみで張り出していく一般的な

施工は不可能であったため、最下段本設斜材の下方に仮

斜材を設けて張出し施工を実施した。主桁側の定着位置

は最下段本設斜材定着位置より 1 セグメント手前とした

ため、仮斜材の無い状態での張出し長は側径間側・中央

径間側それぞれ 21.5m および 22.9m となった。 

仮斜材のストランド構成はφ15.7×31 本とし、本設斜

材と同じストランドを用いた。最下段の本設斜材の架

設・緊張直後に仮斜材の張力解放および撤去を行った。

仮斜材の主塔側の定着は、本設斜材と同様に主塔正面に

貫通孔を設けて定着を行った事例も見られるが、仮斜材

撤去後に貫通孔が主塔正面に見えて意匠的に好ましくな

いことから本橋では主塔側の仮斜材貫通孔は主塔脚接合

部に設けて、主塔脚接合部の下面から斜材が主桁に向か

って配置されるようにした（写真－12）。P2 主塔からは

中央径間側への片張出しであるため、側径間側には仮斜

材を配置せずに中央径間側のみへの配置とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮斜材の主塔側の定着は鋼殻を用いずに突起定着と

した。桁側の定着部は本設斜材と同様の突起定着とし、

万一の場合の斜材取り換えや補強等にも利用できること

から定着突起は残置した。仮斜材の撤去後は、溶融亜鉛

メッキ処理した鋼製キャップを取り付けて外部からの侵

入物の防止を図った。 

施工時の補強としては仮斜材以外にも張出し施工部

では、プレストレス無しで移動作業車を前進させること

に対する安全性の配慮から、各ウェブにつき 2 本の異形

PC 鋼棒（SBPR 930/1080, D32）を追加的に配置した。 

P1 主塔部からの張出し施工は、第 16 セグメントまで

両径間に同数のセグメントを張り出した後、A1 側の移動

作業車を解体して側径間を固定支保工により閉合し、そ

の後に中央径間側の第 17～19 セグメントまでの張出し

施工を行った。 

P2 主塔部からの中央径間側の張出し施工は、P2-A2 側

径間を固定支保工で施工した後に片張り出しによる張出

し施工を行った。 

張出し施工部の主桁のコンクリート打設は、2 分割と

した（図－8）。これは、中央の箱桁部分を先行して施工

して斜材の施工着手時期を早めることを目的とするもの

であり、過密配筋がなされている躯体のコンクリート打

設を確実に行う効果も得ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

主桁コンクリートの打設は、1 セグメント手前に定着

される斜材を架設・緊張した後に行うこととした。 

ただし、1 セグメント手前に定着されている斜材ストラ

ンド数が多くなると、斜材架設・緊張作業が工程上のク

リティカルとなり、すべての斜材ストランドの架設・緊

張後に第 1 ロットのコンクリート打設を行う場合、斜材

の施工完了まで手待ちが生じることが想定された。この

ため、斜材ストランド本数が 50 本を超過する場合は、全

斜材ストランドの架設・緊張を待つことなく第 1 ロット

の主桁コンクリートを打設することとした。なお、この

場合には最初の 50本に対しては第 1ロットの主桁コンク

リート自重による張力増加が生じるため、第 1 ロットの

コンクリート重量による影響を考慮して、導入張力を補

正して張力管理を行った。 

主桁の施工は、昼夜 2 交代制（それぞれ 8 時間）で行

った。施工速度は平均で 1 セグメントあたり暦日 12 日で

あり、最短では暦日 8 日の記録を残した。 

コンクリートには普通セメントを用いて、スランプは

過密な配筋状態（写真－13）を考慮して吐出口で 18cm

とした。 

移動作業車の解体では、台船を用いずにプラスチック

製のドラム缶を下段作業台内に設置し、ナイル川に浮か

べてボートによりそれぞれの岸まで曳航して解体を行っ

た（写真－14）。 

写真－12 仮斜材（下段）と最下段本設斜材（上段） 

図－8 主桁コンクリート打設区画割り 

橋面高に対する温度変化の影響に関しては、架橋地点

は一年を通してほぼ気温が一定していることに加え、常

時温度計測を行い、朝 10 時頃までは殆ど躯体コンクリー

トおよび斜材の温度変化が見られないことを長期の温度

計測により事前に確認していたため、早朝に測量および

底板枠のセットを行うことで温度変化の影響を受けない

ようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4 閉合部の施工 

中央閉合部の施工では床版上に H-350×8 本を並べ、閉

合部を挟む両側の主桁と固定して温度変化や荷重による

変形に対応した（写真－15）。打設は、温度変化を考慮し

て深夜から打設を開始し、主桁のコンクリート温度が最

も低くなる早朝に打設が完了するように実施した。A1-P1

側径間の固定支保工による閉合部でも同様の措置を講じ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両側径間部には、負反力防止のために主桁内にバラス

トコンクリートを充填した。主桁とバラストコンクリー

トとの間には絶縁材を配置した。絶縁材は、下床板・ウ

ェブおよび上床板ではビニール系の絶縁シートを貼り、

横桁面には斜材張力による主桁コンクリートの弾性変形

およびクリープ・収縮による変形を拘束しない様に発泡

スチロールを貼り付けてバラストコンクリートと躯体コ

ンクリートとの絶縁を図り、確実に主桁断面に斜材張力

が伝達されるようにした。 

バラストコンクリートの充填管理でも、所要の重量が

得られるようにコンクリートの単位体積質量と打設量の

管理を行った。 

橋面工では、壁高欄および地覆にプレキャスト部材を

用いて工程促進を行った。 

一般に、鉄筋コンクリート床板はプレストレストコン

クリート床板と比較して疲労強度が低く、特に水との相

互作用による疲労への影響が大きいことから、ウレタン

系の橋面防水を施工した後、アスファルト舗装の敷設を

行った。 

 

７．斜材の施工 

7.1 斜材システム概要 

斜材には、3 重被覆の PC 鋼より線（φ15.7, 引張強度

1860MPa）からなる現場製作型ケーブルシステムを採用し、

定着システムには SEEE FUT-H システムを採用した。一般

に、現場製作型ケーブルはストランド 1 本毎に架設・緊

張することが可能なため、工場製作ケーブルと比較して

大規模な揚重機を必要とせず、経済性に優れるほか、万

一の場合にもストランド 1 本毎に交換できる利点を有す

る。 

各斜材の PC鋼より線の本数は、38～88本で構成され、

各斜材のストランド本数は上段に行くほど仰角が小さく、

斜材張力の鉛直成分が小さくなる。このため、下段より

も上段になるに従いストランド本数を増加させており、

各斜材のストランド本数はストランド 1 本単位で本数調

整されている。 

従って、各段で各々斜材ストランド本数が異なり、主

塔の左右でも斜材ストランド本数が異なる斜材配置とな

っており、多くの斜材定着具では斜材ストランド本数を

間引いたストランド配置になっている。 

外套管には、レインバイブレーション対策として、ダ

ブルヘリカルリブ付きの白色の高密度ポリエチレン管を

採用した（写真－16）。 

桁側の定着具には高減衰ゴムを用いた制振ダンパー

を設置して対数減衰率 2%を確保した（写真－17）。なお、

施工中に作業中止に至る風による顕著な振動現象は見ら

れなかった。 

斜材張力の制限値は疲労の照査および疲労試験を実

写真－13 主桁の過密配筋状況 

写真－14 下段作業台の水面への降下状況 

写真－15 中央閉合部打設状況 
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詳細設計段階では、完成系のみの性能照査を行い、施

工段階における性能照査は請負者側が実施することとさ

れていたため、施工に先立ち検討を行った。 

前述の通り、主桁が鉄筋コンクリート構造として設計

されており、柱頭部に部分的に PC 鋼材が配置されている

以外は主方向の PC 鋼材が配置されていない。中間支点か

ら最下段斜材までの距離が遠く、原設計では斜材が無い

状態で側径間側・中央径間側それぞれ 28.0mおよび 29.9m

の張出し長を桁高 2.5m のスレンダーな主桁のみで荷重

に抵抗して施工しなければならかった。 

また、床板厚も薄く、十分な PC 鋼材を主桁に配置す

ることは不可能であり、最下段斜材の緊張まで桁内 PC

鋼材によるプレストレスのみで張り出していく一般的な

施工は不可能であったため、最下段本設斜材の下方に仮

斜材を設けて張出し施工を実施した。主桁側の定着位置

は最下段本設斜材定着位置より 1 セグメント手前とした

ため、仮斜材の無い状態での張出し長は側径間側・中央

径間側それぞれ 21.5m および 22.9m となった。 

仮斜材のストランド構成はφ15.7×31 本とし、本設斜

材と同じストランドを用いた。最下段の本設斜材の架

設・緊張直後に仮斜材の張力解放および撤去を行った。

仮斜材の主塔側の定着は、本設斜材と同様に主塔正面に

貫通孔を設けて定着を行った事例も見られるが、仮斜材

撤去後に貫通孔が主塔正面に見えて意匠的に好ましくな

いことから本橋では主塔側の仮斜材貫通孔は主塔脚接合

部に設けて、主塔脚接合部の下面から斜材が主桁に向か

って配置されるようにした（写真－12）。P2 主塔からは

中央径間側への片張出しであるため、側径間側には仮斜

材を配置せずに中央径間側のみへの配置とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮斜材の主塔側の定着は鋼殻を用いずに突起定着と

した。桁側の定着部は本設斜材と同様の突起定着とし、

万一の場合の斜材取り換えや補強等にも利用できること

から定着突起は残置した。仮斜材の撤去後は、溶融亜鉛

メッキ処理した鋼製キャップを取り付けて外部からの侵

入物の防止を図った。 

施工時の補強としては仮斜材以外にも張出し施工部

では、プレストレス無しで移動作業車を前進させること

に対する安全性の配慮から、各ウェブにつき 2 本の異形

PC 鋼棒（SBPR 930/1080, D32）を追加的に配置した。 

P1 主塔部からの張出し施工は、第 16 セグメントまで

両径間に同数のセグメントを張り出した後、A1 側の移動

作業車を解体して側径間を固定支保工により閉合し、そ

の後に中央径間側の第 17～19 セグメントまでの張出し

施工を行った。 

P2 主塔部からの中央径間側の張出し施工は、P2-A2 側

径間を固定支保工で施工した後に片張り出しによる張出

し施工を行った。 

張出し施工部の主桁のコンクリート打設は、2 分割と

した（図－8）。これは、中央の箱桁部分を先行して施工

して斜材の施工着手時期を早めることを目的とするもの

であり、過密配筋がなされている躯体のコンクリート打

設を確実に行う効果も得ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

主桁コンクリートの打設は、1 セグメント手前に定着

される斜材を架設・緊張した後に行うこととした。 

ただし、1 セグメント手前に定着されている斜材ストラ

ンド数が多くなると、斜材架設・緊張作業が工程上のク

リティカルとなり、すべての斜材ストランドの架設・緊

張後に第 1 ロットのコンクリート打設を行う場合、斜材

の施工完了まで手待ちが生じることが想定された。この

ため、斜材ストランド本数が 50 本を超過する場合は、全

斜材ストランドの架設・緊張を待つことなく第 1 ロット

の主桁コンクリートを打設することとした。なお、この

場合には最初の 50本に対しては第 1ロットの主桁コンク

リート自重による張力増加が生じるため、第 1 ロットの

コンクリート重量による影響を考慮して、導入張力を補

正して張力管理を行った。 

主桁の施工は、昼夜 2 交代制（それぞれ 8 時間）で行

った。施工速度は平均で 1 セグメントあたり暦日 12 日で

あり、最短では暦日 8 日の記録を残した。 

コンクリートには普通セメントを用いて、スランプは

過密な配筋状態（写真－13）を考慮して吐出口で 18cm

とした。 

移動作業車の解体では、台船を用いずにプラスチック

製のドラム缶を下段作業台内に設置し、ナイル川に浮か

べてボートによりそれぞれの岸まで曳航して解体を行っ

た（写真－14）。 

写真－12 仮斜材（下段）と最下段本設斜材（上段） 

図－8 主桁コンクリート打設区画割り 

橋面高に対する温度変化の影響に関しては、架橋地点

は一年を通してほぼ気温が一定していることに加え、常

時温度計測を行い、朝 10 時頃までは殆ど躯体コンクリー

トおよび斜材の温度変化が見られないことを長期の温度

計測により事前に確認していたため、早朝に測量および

底板枠のセットを行うことで温度変化の影響を受けない

ようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.4 閉合部の施工 

中央閉合部の施工では床版上に H-350×8 本を並べ、閉

合部を挟む両側の主桁と固定して温度変化や荷重による

変形に対応した（写真－15）。打設は、温度変化を考慮し

て深夜から打設を開始し、主桁のコンクリート温度が最

も低くなる早朝に打設が完了するように実施した。A1-P1

側径間の固定支保工による閉合部でも同様の措置を講じ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両側径間部には、負反力防止のために主桁内にバラス

トコンクリートを充填した。主桁とバラストコンクリー

トとの間には絶縁材を配置した。絶縁材は、下床板・ウ

ェブおよび上床板ではビニール系の絶縁シートを貼り、

横桁面には斜材張力による主桁コンクリートの弾性変形

およびクリープ・収縮による変形を拘束しない様に発泡

スチロールを貼り付けてバラストコンクリートと躯体コ

ンクリートとの絶縁を図り、確実に主桁断面に斜材張力

が伝達されるようにした。 

バラストコンクリートの充填管理でも、所要の重量が

得られるようにコンクリートの単位体積質量と打設量の

管理を行った。 

橋面工では、壁高欄および地覆にプレキャスト部材を

用いて工程促進を行った。 

一般に、鉄筋コンクリート床板はプレストレストコン

クリート床板と比較して疲労強度が低く、特に水との相

互作用による疲労への影響が大きいことから、ウレタン

系の橋面防水を施工した後、アスファルト舗装の敷設を

行った。 

 

７．斜材の施工 

7.1 斜材システム概要 

斜材には、3 重被覆の PC 鋼より線（φ15.7, 引張強度

1860MPa）からなる現場製作型ケーブルシステムを採用し、

定着システムには SEEE FUT-H システムを採用した。一般

に、現場製作型ケーブルはストランド 1 本毎に架設・緊

張することが可能なため、工場製作ケーブルと比較して

大規模な揚重機を必要とせず、経済性に優れるほか、万

一の場合にもストランド 1 本毎に交換できる利点を有す

る。 

各斜材の PC鋼より線の本数は、38～88本で構成され、

各斜材のストランド本数は上段に行くほど仰角が小さく、

斜材張力の鉛直成分が小さくなる。このため、下段より

も上段になるに従いストランド本数を増加させており、

各斜材のストランド本数はストランド 1 本単位で本数調

整されている。 

従って、各段で各々斜材ストランド本数が異なり、主

塔の左右でも斜材ストランド本数が異なる斜材配置とな

っており、多くの斜材定着具では斜材ストランド本数を

間引いたストランド配置になっている。 

外套管には、レインバイブレーション対策として、ダ

ブルヘリカルリブ付きの白色の高密度ポリエチレン管を

採用した（写真－16）。 

桁側の定着具には高減衰ゴムを用いた制振ダンパー

を設置して対数減衰率 2%を確保した（写真－17）。なお、

施工中に作業中止に至る風による顕著な振動現象は見ら

れなかった。 

斜材張力の制限値は疲労の照査および疲労試験を実

写真－13 主桁の過密配筋状況 

写真－14 下段作業台の水面への降下状況 

写真－15 中央閉合部打設状況 
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施して、fib bulletin 301)も参考にして使用限界状態で

0.50×GUTS (Guaranteed Ultimate Tensile Strength: 保

証引張強度)とした。なお、本橋は BS5400 に準拠して設

計されおり、使用限界状態でも橋面荷重および活荷重に

対して 1.20 の荷重係数を乗じて割り増した値を照査荷

重としている。 

仮斜材（31×φ15.7）の施工時の許容応力度は 0.60×

GUTS 以下とし、実際には 0.53×GUTS の応力レベルに留

めた。本設斜材は、張出施工時の緊張では 0.22×GUTS～

0.33×GUTS の張力導入度とした。 

斜材定着具は、緊張スペースの関係から A1-P1 側径間

および中央径間に配置されている斜材では下から 5 段は

桁側緊張、6 段目から 18 段目の 13 段は主塔側緊張とし

た、一方の P2-A2 側径間に配置された斜材は下段から 9 

段は桁側緊張、10 段目から 18 段目の 9 段は主塔側緊張

とした。これらの違いは、P2-A2 側径間とその他の径間

の斜材とでは斜材角度が著しく異なる点に起因する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 斜材の施工 

斜材の施工は、固定定着具側の第 1 ストランドにロー

ドセルを設置してモニタリングしながら、各斜材ストラ

ンドを 1 本毎に架設・緊張する方法で行った（写真－18、

19）。 

主桁閉合後の張力調整では、張力調整直後の張力を

0.23×GUTS～0.41×GUTS の範囲で全て増引き調整とし、

解放調整を不要とすることでシングルストランドジャッ

キにより効率的に張力調整作業を実施し、実働 10 日間で

張力調整を完了した。張力調整後の張力は、許容誤差±

5%に対して全ての斜材で±2%以下の誤差範囲で精度良く

張力の導入がなされていることを確認した。 

また、万一の場合の斜材の交換の際の施工性を考慮し

て張力解放に必要な余長を確保し、グラウトキャップも

余長分を含む長尺のものを取り付けた。狭隘な定着スペ

ースのために張力解放のための余長は、グラウトキャッ

プの配置スペースが確保可能な固定側に設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．避雷対策 

赤道直下に位置し、世界第 3 位の面積を有するビクト

リア湖周辺は積乱雲が発生しやすく、世界でも最も落雷

リスクの高い地域の一つとなっており（図－9）、本橋周

辺には高さの高い構造物が存在しないことから避雷対策

を取ることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－16 ダブルヘリカルリブ付き外套管 

写真－17 高減衰ゴムを用いた制振ダンパー 

図－9 落雷リスクマップ 2) 

写真－18 主塔側緊張作業状況（緊張側） 

写真－19 主桁側緊張作業状況（固定側） 

また、構造物を保護するものの他、電気・通信設備を

保護するために別系統の接地線と SPD（Serge Protective 

Device）を配置して、電気・通信設備機器にも過電圧・

過電流が侵入するのを防止することとした。 

構造物を保護する避雷設備としては、fib bulletin 30

に示されている主塔内に配置した避雷システムと架空地

線を用いたものの 2 種類を設置して冗長性の高い避雷シ

ステムとした（写真－20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前者は、斜材定着具を相互に結ぶ collector line と

これらを鉛直方向に結び、主塔内部を通って主塔基礎の

接地線へとつながる transition line とで構成されるも

のである。後者は、最上段の斜材の上空にアルミ被覆鋼

より線からなる架空地線を架設するものであり、落雷に

より火花が生じて外套管やストランドの被覆に引火して

火災被害に遭うことを防止するためのものである。 

 

９．静的載荷試験 

 供用に先立ち、静的載荷試験を実施して主桁たわみ等

の計測を行った。載荷は、中央径間のみに土砂を搭載し

たダンプトラック（約 2550kN/台）を 20m 間隔で載荷し

た（写真－21）。 

 中央径間たわみ量は、計算値の 120mm に対して 92%の

110mm の値を示した。これは、実際のコンクリート強度

が設計基準強度よりも高いことや主桁に多量に配置され

た鉄筋の影響により、主桁剛性が高くなっていることに

よるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．モニタリングと維持管理 

既述の通り、本橋は 120 年の耐用年数を目指しており、

長期にわたり健全性を損なわずに維持管理していく、そ

の一助のため各種センサー類を設置して異常・変状を早

期に検知することとした。採用したモニタリングに必要

な機器類は、以下のとおりである。 

① 斜材張力モニタリングのためのロードセル 

② 強制振動法による斜材張力モニタリング（ロード

セルの耐用期間が過ぎた後の代替手段） 

③ 気象計（温度、湿度、風速、風向） 

④ 熱電対による温度計測（主塔・主桁・斜材（ダミ

ー斜材を使用）） 

⑤ ひずみゲージ（主塔・主桁） 

⑥ 変位計（A1 橋台側で桁伸縮を測定） 

⑦ 車両重量自動計測システム（ weigh-in-motion 

system）をアプローチ道路部に設置 

⑧ 地震計 

⑨ RTK-GPS 測量（RTK: Real-time Kinematic）によ

る常時のたわみ測定（主桁・主塔） 

⑩ 特殊トータルステーション（KUMONOS）を用いた

ひび割れ計測・マッピングシステム 

⑪ 橋梁上の監視カメラ（交通状況の把握および防犯

対策） 

⑫ 高所作業車 

⑬ 橋梁点検車 

特に、過積載は床版および斜材に対する深刻な疲労作

用となり、耐久性を著しく損なうため、車両自動計測シ

ステムを設置・運用することとした。本システムは、舗

装に埋設されたセンサー、門型支柱に搭載されたカメラ

（ナンバープレート識別用および車両撮影用）、管理事務

所でのモニタリング、アプローチ道路部の警察官へのタ

ブレット端末を用いた情報共有からなる。本システムに

より、車両の重量と寸法が自動計測され、違反車両のデ

ータは管理事務所のコンピュータに蓄積されるとともに、

タブレット端末で違反車両の情報を共有できるため、橋

梁よりも手前で待ち構えている警察官による取り締まり

が可能なシステムである。 

強制振動法による張力推定では、ロードセルの耐用年

数を経た後も継続的なモニタリングを可能とするために

ロードセルと強制振動法による張力測定とで供用前に相

関関係を取っておく必要がある。このため、橋面工施工

前後で荷重状態が異なる時点で 2 度振動試験を実施した

結果、2 回とも全ストランドで±5%の精度で推定できる

ことを確認した。 

 また、道路部を含めた維持管理マニュアルを整備する

とともに、維持管理を行う技術者に対してセンサー類に

よるモニタリング手法の操作等の理解に加えて、維持管

理の基本である近接目視による点検の重要性に関する理

写真－20 避雷用架空地線 

写真－21 静的載荷試験 
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施して、fib bulletin 301)も参考にして使用限界状態で

0.50×GUTS (Guaranteed Ultimate Tensile Strength: 保

証引張強度)とした。なお、本橋は BS5400 に準拠して設

計されおり、使用限界状態でも橋面荷重および活荷重に

対して 1.20 の荷重係数を乗じて割り増した値を照査荷

重としている。 

仮斜材（31×φ15.7）の施工時の許容応力度は 0.60×

GUTS 以下とし、実際には 0.53×GUTS の応力レベルに留

めた。本設斜材は、張出施工時の緊張では 0.22×GUTS～

0.33×GUTS の張力導入度とした。 

斜材定着具は、緊張スペースの関係から A1-P1 側径間

および中央径間に配置されている斜材では下から 5 段は

桁側緊張、6 段目から 18 段目の 13 段は主塔側緊張とし

た、一方の P2-A2 側径間に配置された斜材は下段から 9 

段は桁側緊張、10 段目から 18 段目の 9 段は主塔側緊張

とした。これらの違いは、P2-A2 側径間とその他の径間

の斜材とでは斜材角度が著しく異なる点に起因する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 斜材の施工 

斜材の施工は、固定定着具側の第 1 ストランドにロー

ドセルを設置してモニタリングしながら、各斜材ストラ

ンドを 1 本毎に架設・緊張する方法で行った（写真－18、
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張力調整を完了した。張力調整後の張力は、許容誤差±
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張力の導入がなされていることを確認した。 

また、万一の場合の斜材の交換の際の施工性を考慮し

て張力解放に必要な余長を確保し、グラウトキャップも

余長分を含む長尺のものを取り付けた。狭隘な定着スペ

ースのために張力解放のための余長は、グラウトキャッ

プの配置スペースが確保可能な固定側に設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．避雷対策 

赤道直下に位置し、世界第 3 位の面積を有するビクト
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写真－16 ダブルヘリカルリブ付き外套管 

写真－17 高減衰ゴムを用いた制振ダンパー 

図－9 落雷リスクマップ 2) 

写真－18 主塔側緊張作業状況（緊張側） 

写真－19 主桁側緊張作業状況（固定側） 
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ータは管理事務所のコンピュータに蓄積されるとともに、

タブレット端末で違反車両の情報を共有できるため、橋

梁よりも手前で待ち構えている警察官による取り締まり

が可能なシステムである。 
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数を経た後も継続的なモニタリングを可能とするために
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関関係を取っておく必要がある。このため、橋面工施工

前後で荷重状態が異なる時点で 2 度振動試験を実施した

結果、2 回とも全ストランドで±5%の精度で推定できる

ことを確認した。 

 また、道路部を含めた維持管理マニュアルを整備する

とともに、維持管理を行う技術者に対してセンサー類に
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解を深め、継続的に維持管理がなされるように教育・訓

練を行った。 

 

１１．おわりに 

本橋の開通式は 2018 年 10 月 17 日にヨウェリ・ムセ

ベニウガンダ共和国大統領、モニカ・アズバ・ンテゲ公

共事業・運輸大臣、佐藤正久外務副大臣、亀田和明ウガ

ンダ共和国駐箚特命全権大使、深瀬豊国際協力機構ウガ

ンダ事務所長をはじめ、総勢 2,000 人以上の招待客、

5,000 人を超す地元住民が出席する中で盛大に行われた

（写真－22）。 

本式典はウガンダ共和国の国家的行事として行われ、

ムセベニ大統領・佐藤副大臣によるテープカットと渡初

めの後、橋梁付近に設営した会場で夕食会が行われ、橋

梁近くに設けられた会場における夕食会の際には、打ち

上げ花火とともにイルミネーションの点灯式行われた。 

本橋の正式名称は、ウガンダ共和国における閣議を経

て、架橋地点に因んで”Source of the Nile Bridge”と命

名された。 

ウガンダ国内はもとより、東アフリカ地域では前例の

ない規模の長大橋の建設プロジェクトではあったが、重

大事故無く完成を迎えることができた。北部回廊の一部

をなす東アフリカ随一の規模の本橋が、東アフリカ地域

の経済発展に寄与するとともに、観光地であるナイル川

源流のビクトリア湖周辺を多くの観光客が訪れ、本橋の

美しい構造美を楽しんでいただくことを希望する。 

また、適切な維持管理により健全な状態で永く供用さ

れていくことを願う。 

最後に、本プロジェクトの遂行に際し、ご協力いただ

いた関係各位に記して謝意を表します。 
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写真－22 市民による渡初め 
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